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目的　近年，日常の買い物が困難になる食料品アクセス低下が地域在住高齢者の社会問題となって
いる。この問題には，個人の身体要因，地理的環境，社会的要因が複合的に関与する。本研究
の目的は，地域在住高齢者の食料品アクセスの状況を包括的に測定するための自記式尺度の開
発と構成概念妥当性・基準関連妥当性の検証とした。

方法　文献レビューをもとに32項目 4 件法の尺度原案を作成した。首都圏の 2 政令市 3 地区の地域
活動に参加する60歳以上の主に自立から要支援段階の住民を対象に，自記式質問紙による横断
調査を実施した。探索的（最尤法，プロマックス回転）および確認的因子分析を用いて尺度の
構成概念妥当性を検証した。また，基本属性，食・栄養関連指標，食料品店からの距離指標に
対する基準関連妥当性を検証した。

結果　303名（平均年齢74.3歳，女性217名）を分析した。探索的因子分析の結果，固有値 1 以上の
解釈可能な 5 因子構造とし，因子負荷量0.35以上の23項目を抽出した。 5 つの下位因子は「買
い物自立度」 6 項目，「買い物しやすい環境」 5 項目，「食料品入手の社会的動機」 6 項目，
「食生活面のサポート」 3 項目，「食生活の経済的余裕」 3 項目となった。内的整合性を示す
Cronbachのα係数は，第 5 因子0.57であったが，第 1 ～ 4 因子0.68～0.82であった。確認的
因子分析による適合度は十分であった（GFI＝0.902，AGFI＝0.879，CFI＝0.912，RMSEA
＝0.049）。基準関連妥当性では，「買い物自立度」は75歳以上，介護保険認定あり，運動器リ
スクのある者で低く，「食料品入手の社会的動機」は75歳未満，男性で低く，「食生活面のサ
ポート」は独居世帯，介護保険認定ありの者で低く，「食生活の経済的余裕」は視覚障害あり
の者で低かった（いずれも P ＜0.05）。また，「買い物しやすい環境」は，食料品店から500ｍ
圏にある居住地域の面積割合と有意な正の相関を示した（ρ＝0.20， P ＝0.001）。

結論　地域在住高齢者に対して，「買い物自立度」「買い物しやすい環境」「食料品入手の社会的動
機」「食生活面のサポート」「食生活の経済的余裕」の 5 因子23項目から構成される包括的食料
品アクセス評価尺度を開発した。本尺度により， 5 つの視点から高齢者本人の食料品アクセス
の状況を捉えることができ，個々人の適切な支援につながる。

キーワード　尺度開発，食料品アクセス，買い物，低栄養，介護予防，地域在住高齢者

Ⅰ　緒　　　言

　高齢者の低栄養は，日常生活機能低下やフレ

イルなどのリスクを高める1）。地域在住高齢者
の食事摂取や栄養状態を維持するには，疾患や
身体的要因のみならず，社会的要因や食環境要
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因が重要であるとされる2）-5）。近年，高齢者本
人の身体機能低下や地域の小売店撤退などによ
り，日常の生鮮食品の入手が困難になる食料品
アクセス低下が社会問題となっている。食料品
アクセスの低下は，食品摂取多様性を低下させ，
低栄養や認知症，死亡のリスクを高める可能性
が指摘されている5）-7）。わが国の食料品アクセ
ス問題は，小売店数の少ない地方の山間部や過
疎地域以外に，都市部においても潜在的な問題
となっている。
　高齢者の食料品アクセス低下問題は，複合的
な要因によって生じる8）-12）。例えば，食料品店
までの距離や交通網といった環境要因に加え，
本人の身体機能や運転免許の有無などの日常生
活機能，地域との交流や買い物代行サービスな
どの社会資源が要因となる。そのため，高齢者
の食料品アクセス問題の解決には，「家まで商
品を届ける」「近くにお店を作る」といった供
給側の対策のみでなく，「家から出かけやすく
する」「コミュニティを形成する」といった多
岐にわたる支援策が必要とされている8）9）。
　しかし，適切な支援策につなげるための高齢
者個人の食料品アクセス状況を評価する方法は
十分確立していない。従来，食料品アクセスは，
地理情報システム上の距離をもとにした「客観
的アクセス」指標により評価されていた5）13）14）。
農林水産省では，食料品アクセス困難人口を
「店舗まで500ｍ以上かつ自動車利用困難な65
歳以上高齢者の数」と定義している13）。しかし，
食料品店までの距離は，高齢者のBMIと関連し
たとの報告がある一方5），個人レベルの食品摂
取や栄養状態と直接的な関連はなかったという
報告もあり15）-17），結論は一貫していない。その
ため，近年では，買い物環境に対する高齢者本
人の認識や買い物困難感などの「主観的アクセ
ス」がより重要であるとの報告が増えてい
る17）18）。これまでの主観的アクセスは「ふだん
の買い物は容易ですか」という単一の質問によ
り評価されていた。しかし，買い物は店舗まで
の移動，商品の探索，会計，運搬といった様々
な動作が混合した行動である。さらに，主観的
アクセスには，店舗までの地理的な距離や車の

保有以外に，身体機能，視覚障害，調理技術，
独居などの個人因子が関与するとされる2）15）。そ
のため，一連の買い物行動のどのような面に困
難を抱えているかを区別できる指標が必要であ
る。
　さらに，食料品アクセスの手段には，店舗で
の買い物以外に，家庭菜園や近所からのおすそ
わけに代表される他者・地域との交流，宅配・
配食サービスなどの社会資源も含まれる2）15）19）。
岩間らは，フードデザート（食の砂漠化）を
「社会的弱者が集住し，商店街の消失などに伴
う買い物環境の悪化と，家族・地域コミュニ
ティによる相互扶助体制の低下のいずれか，あ
るいは両方が生じたエリア」と定義した20）。近
所づきあいの程度が低い地域では，地理的要因
の影響がより強くなる一方21），買い物店舗や交
通網が充実している都市部では近隣住民との関
係性やソーシャルサポート・キャピタルが高齢
者の食行動に関与していると考えられてい
る4）22）。また，買い物行動には性差があること
が知られており23），家庭での役割や食への興
味・関心などの個人因子も食料品アクセスの状
況に影響する。さらに，海外では，低所得が食
料品アクセスの定義に含まれることが多い24）。
わが国においても，平成23年の国民健康・栄養
調査において，食料品アクセスが不便な理由と
して，「お店までの距離が遠い」「交通の便が悪
い」「買い物できる時間にお店が開いていな
い」に加え，「価格が高い」「生鮮食品を買って
も調理できない」が含まれていた23）。
　このように食料品アクセスは，狭義の客観的
な地理的環境と個人因子，社会因子の相互作用
を含む概念と考えられる11）12）。岩間らは，食料
品店舗までの距離や家族・地域とのつながり，
食生活などの複合的な要因を多変量解析により
分析し，食生活悪・徒歩外出困難型や都市的健
康型，孤独・生活苦型のように食料品アクセス
の状況を類型化することを試みていた20）。しか
し，この目的は，移動販売の利用ニーズ把握の
ための地域レベルの類型化であった。食料品ア
クセス低下の要因は，同一環境であっても個々
人によって異なる。現場の保健医療福祉専門職
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や食に関わるサービス事業者に必要とされるの
は，高齢者個人を取り巻く複合的な食料品アク
セスの状況を包括的にアセスメントし，個別支
援につなげていけるツールである。
　そこで，本研究の目的は，地域在住高齢者の
食料品アクセスを包括的に測定するための自記
式尺度を開発し，構成概念妥当性と基準関連妥
当性を検証することとした。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　尺度原案の作成
　本研究では先行研究を参考に15）23），包括的食
料品アクセスを「個人の身体心理社会的要因や
居住する地域環境のもとで，店舗での買い物や
その他の手段（家庭菜園，近所からのおすそわ
け，宅配・配食サービスなど）を通じて適切な
量の栄養のある食品を入手できる程度」と操作
的に定義した。文献データベース（医学中央雑
誌，Pubmed，CINAHL）を用い，2008～2018
年の原著論文を検索した。キーワードは食料品
アクセス（Food accessibility），食環境（Food 
environment）， 食 の 砂 漠 化（Food desert），
買い物（shopping）とした。また，引用文献や
関係省庁の報告書等をハンドサーチした。地域
在住高齢者の低栄養，フレイル予防を目的とし
た29件の文献を採用し，定義に関連する内容を
抽出し，食料品アクセスの概念の分類と質問文
を作成した。また，地域在住高齢者 5 名（男性
2 名，女性 3 名，平均年齢75.2歳）へのインタ
ビューと専門家 4 名（老年看護学研究者 1 名，
公衆衛生看護学研究者 2 名，栄養学研究者 1
名）からの助言をもとに，質問文の過不足や言
語表現などを修正した。地域在住高齢者は，研
究者らが関わる地域活動参加者から機縁法によ
り募集した。以上より，尺度原案は，「主観的
アクセス（ 7 項目）」「客観的アクセス（ 8 項
目）」「社会的つながり（ 8 項目）」「買い物・食
への関心（ 9 項目）」の 4 因子を想定し，計32
項目とした。尺度は自記式質問紙とし，最近 1
週間の状況を尋ねた。評価法は 4 件法（とても／
ややあてはまる，あまり／まったくあてはまら

ない）とし，食料品アクセスがよいほど点数
が高くなるようにコーディング（ 1 ～ 4 点）し
た。

（ ２）　妥当性調査
１）　研究デザイン

　本研究は横断研究であり，機縁法により首都
圏の 2 政令市にある 3 地区・団体から調査の協
力を得た。調査地区のうちの 2 地区（Ａ，Ｂ）
は，地域包括支援センターの担当エリアに該当
し， そ れ ぞ れ 人 口（ 高 齢 化 率 ） は11,341名
（31.5％），35,279名（20.4％）であった（2019
年 9 月末時点）。両地区では，所在地の町内会
や自治会単位にて，定期的に住民主体の介護予
防体操や一人暮らし高齢者のサロン，健康講話
が実施されていた。両地区とも最寄り鉄道駅か
ら徒歩で15分程度に位置しており，主要路線バ
スの停留所が地区内にあり，一部には丘陵地帯
の傾斜地が存在していた。残り 1 団体（Ｃ）は，
県の委託を受けた生涯学習施設であり，所在地
である政令市を中心とした周辺自治体から60歳
以上の高齢者が週 1 回通っていた。
２）　対象

　対象は，各地区の住民団体や地域包括支援セ
ンター主催の健康関連イベントやサロン活動に
参加した60歳以上の高齢者とした。本調査は，
介護保険新総合事業の対象である自立からフレ
イル段階の高齢者を母集団と想定した。また，
要支援や軽度要介護認定があっても 1 人で活動
に参加できる生活機能レベルの者は対象とし，
要介護 3 以上や重度の認知機能低下，自力歩行
不可を除外基準とした。イベントにおいて研究
者らが調査票を参加者全員に配布し，聞き取り
調査後に，直接回収もしくは回収箱への投函と
した。調査期間は2019年 9 ～11月であった。

（ ３）　調査項目
１）　基本属性と身体機能

　年齢，性別，世帯構成，介護保険認定の有無，
自己申告による疾患，視覚障害の自覚の有無を
尋ねた。身体機能の評価には，基本チェックリ
ストの運動器リスク（ 5 項目中 3 項目以上該
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当）， 1 年以内の転倒経験（同質問No. 9 に該
当）を用いた25）。
２）　食・栄養関連要因

　食品摂取多様性は，既定の10食品群のうち，
最近 1 週間ほぼ毎日食べている食品群数をスコ
ア化した尺度である26）。食品群は，魚介類，肉
類，牛乳・乳製品，卵類，大豆・大豆製品，緑
黄色野菜，海藻類，いも類，果物類，油脂類で
ある。点数（ 0 ～10点）が高いほど，食品摂取
多様性が高いことを示し， 3 点以下は多様性低
下と判断される26）。
　栄養状態はMini Nutritional Assessment 
Short-form（MNA-SF）によって評価した27）。
MNA-SFは，食事量変化，過去 3 カ月の体重
減少など全 6 項目からなり，合計得点 7 点以下
が低栄養， 8 ～11点が低栄養リスクあり，12点
以上が良好とされる27）。計算に用いた身長，体
重は，イベント内にて測定した値もしくは自己
申告とした。
　また，最近 1 週間の買い物の状況について，
スーパーマーケットの利用頻度，交通手段であ
る自動車の運転の有無，宅配・配食サービスの
利用頻度を尋ねた。

３）　客観的食料品アクセス指標
　地理情報システム（ArcGIS 10.5, ESRIジャ
パン（株））28）を用いて，居住する町丁（小地
域）の「食料品店から500ｍ圏に含まれる面積
割合」を算出した。この数値が高いほど，食料
品店から500ｍ圏内のエリアが広い小地域であ
ることを意味する。食料品店の住所は，Web
上のデータベース（全国スーパーマーケット
マップ）29）から入手し，緯度経度に変換して位
置情報を特定した。

（ ４）　統計解析
　尺度原案の各項目の平均値（標準偏差），中
央値（最小－最大）を求め，床効果・天井効果
を確認した。なお，回答欠損が尺度原案の10％
以上あった対象者は除外し，10％未満の欠損値
には，事前に想定した因子に含まれる他の項目
の平均点を代入した。
　構成概念妥当性の検証には，探索的因子分析
（最尤法，プロマックス回転）を用いた。抽出
された因子と項目に対して，項目－全体得点相
関（Ｉ-Ｔ相関）を算出し，また内的一貫性を
Cronbachのα係数により評価した。次に，共
分散構造分析による確認的因子分析を行い，モ
デルの適合度を確認した。適合度は，Goodness 
of Fit Index（GFI），Adjusted Goodness of Fit 
Index（AGFI），Comparative Fit Index（CFI），
Root Mean Square Error of Approximation
（RMSEA）とした。
　基準関連妥当性の評価として，要因によって
対象者を二群に分類し，尺度の得点差をMann-
Whitney U検定によって検証した。尺度得点は，
各因子の項目の単純合計とした。また，各因子
と 客 観 的 食 料 品 ア ク セ ス 指 標 と の 関 連 を
Spearmanの順位相関係数により評価した。有
意水準は P ＝0.05とした。
　確認的因子分析にはIBM SPSS Amos 26を，
その他の分析には，STATA IC 16を用いた。

（ ５）　倫理的配慮
　本研究は，淑徳大学看護栄養学部倫理審査委
員会の承認を得て実施された（承認年月日2019

表 1　対象者の基本属性（Ｎ＝303）
分類 人数（％）

年齢 75歳未満 164（54.1）
75歳以上 139（45.9）

性別 女性 217（71.6）
男性 86（28.4）

世帯 同居 215（71.0）
独居 88（29.0）

介護保険認定 要支援 1 ， 2 18（ 5.9）
要介護 1 3（ 1.0）

既往歴 脳血管疾患 12（ 4.0）
がん 15（ 5.0）
心疾患 18（ 5.9）
糖尿病 35（11.6）
呼吸器 16（ 5.3）
変形性関節症 29（ 9.6）

視覚障害の自覚 あり 41（13.7）
運動器リスク あり 50（16.7）
1 年以内の転倒経験 あり 51（16.9）
食品摂取多様性 3 点以下 110（36.4）

4 点以上 192（63.6）
低栄養リスク あり 71（24.5）
スーパーマーケット 週 2 回以下 110（36.7）
の利用頻度 週 3 回以上 190（63.3）
自動車の運転 する 125（41.3）
宅配・配食サービス 週 1 回未満 223（73.6）

週 1 回以上 80（26.4）
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年 7 月25日， 承 認 番 号N16-
03R2）。調査票配布前に，研
究者が口頭および文書にて研
究の概要等を説明し，書面に
よる同意が得られた者を対象
者とした。

Ⅲ　結　　　果

　調査票を合計402名に配布し，332名より回答
を得た。回答欠損10％以上の者22名，除外基準
該当者 7 名を除外し，計303名を分析対象とし
た（有効回答率75.4％）。Ａ地区139名，Ｂ地区

68名，Ｃ団体96名であった。対象者の平均年齢
（標準偏差）は74.3（6.5）歳であった。女性
71.6％，独居世帯29.0％，要支援 1 ，2 は5.9％，
要介護 1 が1.0％であった（表 1）。
　尺度原案の各項目の平均点の範囲は1.2～3.6

表 2　探索的因子分析の結果

番号 質問文
因子負荷量

α係数
因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 因子 5

因子 1 買い物自立度 0.82
1 _ 1 体の問題で，買い物に行くのに苦労する＊ 0.90 0.05 -0.05 0.05 -0.11
1 _ 2 体の問題で，買った品を持ち帰るのに苦労する＊ 0.89 0.05 -0.02 0.00 -0.07
1 _ 3 道路の問題（坂道，階段，狭さなど）で，買い物に行くのに苦労する＊ 0.60 -0.15 0.07 -0.01 0.05
1 _ 4 お会計に手間取ったり，焦ったりする＊ 0.59 0.11 0.07 -0.04 0.23
1 _ 5 カートや杖をもって，店内を移動するのに苦労する＊ 0.51 -0.14 -0.06 0.06 -0.05
1 _ 6 自分が行きたい時に，買い物に行くことができない＊ 0.51 -0.05 0.06 -0.02 0.10

因子 2 買い物しやすい環境 0.77
2 _ 1 私の住んでいる地域では，スーパーが充実している -0.01 0.86 -0.05 0.06 -0.04
2 _ 2 私の住んでいる地域では，食料品を買うのに色々な店を使い分けられる -0.02 0.69 0.02 -0.02 0.02
2 _ 3 よく食料品を買いに行く店は，家から歩いていける場所にある 0.05 0.57 -0.13 0.07 0.02
2 _ 4 よく食料品を買いに行く店は，必要な食料品がすべてそろう -0.13 0.54 0.06 -0.14 0.00
2 _ 5 よく食料品を買いに行く店は，何かのついでに行くことができる場所にある 0.00 0.51 0.20 0.01 0.00

因子 3 食料品入手の社会的動機 0.70
3 _ 1 買い物に行った時に，知り合いと会って会話することがある 0.01 -0.01 0.75 0.04 0.11
3 _ 2 買い物は日常の楽しみの一つである 0.12 0.00 0.54 -0.15 -0.17
3 _ 3 近所の人と料理をおすそわけしたり，買ったものを分けあったりする -0.06 -0.04 0.49 0.19 0.02
3 _ 4 近所の人や友人と一緒に買い物に行く 0.07 0.06 0.48 0.05 0.21
3 _ 5 よく行くお店の店員は親切だと感じる -0.06 0.00 0.47 0.10 -0.06
3 _ 6 食事は日常の楽しみの一つである -0.01 -0.01 0.44 -0.02 -0.30

因子 4 食生活面のサポート 0.68
4 _ 1 体調の悪い時に，代わりに買い物を頼める人がいる -0.05 0.02 0.04 0.93 0.03
4 _ 2 買い物に行きたい時に，送り迎えしてもらえる人がいる 0.10 -0.04 0.01 0.60 -0.06
4 _ 3 1 日 1 回は，誰かと一緒に食事をする 0.00 0.03 0.07 0.39 -0.14

因子 5 食生活の経済的余裕 0.57
5 _ 1 家計が苦しいため，欲しい食料品を購入できない＊ 0.06 -0.03 -0.06 -0.04 0.69
5 _ 2 食事にはなるべくお金をかけたくない＊ 0.06 0.02 -0.07 0.00 0.52
5 _ 3 少しでも安い店や割引がある店を優先して利用する＊ -0.06 0.00 0.08 -0.11 0.39

固有値 4.06 3.18 2.08 1.59 1.51
寄与率（％） 17.6 13.8 9.0 6.9 6.6

因子間相関　因子 2  0.25†

因子 3 -0.11　　  0.18†

因子 4 0.02　　 0.08　　  0.25†

因子 5  0.26† 0.06　　 0.01　　 0.07

注　因子負荷量の太字は0.35以上を示す。＊反転項目 †Spearmanの順位相関係数ｐ＜0.05

表 3　各因子の得点（Ｎ＝303）
得点範囲 平均 標準偏差 中央値 最小 最大

合計 23～92 69.5 8.3 70 39 92

因子 1 買い物自立度 6～24 21.1 3.6 22 9 24
因子 2 買い物しやすい環境 5～20 16.9 3.1 18 5 20
因子 3 食料品入手の社会的動機 6～24 15.6 3.5 16 6 24
因子 4 食生活面のサポート 3～12 7.2 3 7 3 12
因子 5 食生活の経済的余裕 3～12 8.8 1.9 9 3 12
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点（標準偏差0.5～1.3点）であり，一部に床効
果・天井効果が認められたが，対象者や都市部
の特性と判断し，全項目を因子分析に用いた。
探索的因子分析の結果，因子の寄与率とスク
リープロットを参考に，解釈可能な 5 因子を抽
出した（累積寄与率54.0％）。プロマックス回
転後の因子負荷量0.35以上を基準とし，0.35未
満の負荷量または 2 つ以上の因子に0.35以上の
負荷量を示した 9 項目を削除し，23項目を抽出
した（表 2）。各項目の因子負荷量は0.39～
0.93となった。Cronbachのα係数は，第 5 因
子が0.57であった以外は，0.68～0.82であった。
　第 1 因子には，「体の問題で，買い物に行く
のに苦労する」など 6 項目（反転項目）が含ま
れ，「買い物自立度」とした。第 2 因子には，
「私の住んでいる地域では，スーパーが充実し
ている」など 5 項目が含まれ，「買い物しやす

い環境」とした。第 3 因子には，「買い物に
行った時に，知り合いと会って会話することが
ある」など 6 項目が含まれ，「食料品入手の社
会的動機」とした。第 4 因子には「体調の悪い
時に，代わりに買い物を頼める人がいる」など
3 項目が含まれ，「食生活面のサポート」とし
た。第 5 因子には，「家計が苦しいため，欲し
い食料品を購入できない」など 3 項目（反転項
目）が含まれ，「食生活の経済的余裕」とした。
Ｉ-Ｔ相関は0.32～0.71であった（すべて P ＜
0.05）。第 1 因子と第 2 因子の中央値は得点範
囲の上限に近かった。全項目の合計点（範囲23
～92点）の平均（標準偏差）は69.5（8.3）点
であった（表 3）。
　次に， 5 因子23項目の因子構造を確認的因子
分析により検証した。有意であった因子間相関
（表 2）と項目の誤差間（ 2 _ 4 と 2 _ 5 ，3 _ 2

表 4　食料品アクセス下位因子別の 基準関連妥当性

分類 人数
合計点 買い物自立度 買い物しやすい環境 食料品入手の社会的動機 食生活面のサポート 食生活の経済的余裕

中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値 中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値 中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値

年齢 75歳未満 164 71（39-88） 0.053 24（9-24） ＜0.001 17（ 5-20） 0.280 15（6-23） 0.014 7（3-12） 0.049 9（3-12） 0.161
75歳以上 139 68（47-92） 21（9-24） 18（ 8-20） 16（6-24） 6（3-12） 9（3-12）

性別 女性 217 71（39-92） 0.005 22（9-24） 0.013 18（ 5-20） 0.605 16（6-24） ＜0.001 7（3-12） 0.010 9（3-12） 0.227
男性 86 68（52-85） 24（9-24） 17（ 9-20） 14（8-20） 6（3-12） 9（3-12）

世帯 同居 215 71（39-92） 0.004 23（9-24） 0.403 18（ 6-20） 0.642 15（6-24） 0.760 8（3-12） ＜0.001 9（3-12） 0.918
独居 88 67（46-86） 22（9-24） 18（ 5-20） 16（6-24） 5（3-12） 9（3-12）

介護保険 非該当 282 71（39-92） 0.004 23（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.498 15（6-24） 0.256 7（3-12） 0.006 9（3-12） 0.094
認定 あり 21 64（47-80） 19（9-24） 17（11-20） 17（9-24） 5（3-12） 8（3-12）

視覚障害 なし 259 71（39-92） 0.001 23（9-24） 0.025 18（ 5-20） 0.489 16（6-24） 0.399 7（3-12） 0.007 9（3-12） 0.003
の自覚 あり 41 65（47-80） 21（9-24） 18（ 8-20） 15（6-23） 6（3-12） 8（3-12）

運動器 なし 250 71（46-92） 0.005 23（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.170 16（6-24） 0.570 7（3-12） 0.158 9（3-12） 0.170
リスク あり 50 65.5（39-88） 20（9-24） 17（ 6-20） 16（6-24） 6（3-12） 8（3-12）

1 年以内の なし 250 71（46-92） 0.012 23（9-24） 0.020 18（ 5-20） 0.665 16（6-24） 0.859 7（3-12） 0.147 9（3-12） 0.488
転倒経験 あり 51 66（39-89） 21（9-24） 18（ 6-20） 16（6-23） 6（3-12） 9（3-12）

食品摂取 3 点以下 110 69.5（39-87） 0.113 22（9-24） 0.761 17（ 5-20） 0.130 15（6-23） 0.006 6.5（3-12） 0.287 9（3-12） 0.227
多様性 4 点以上 192 71（51-92） 22.5（9-24） 18（ 6-20） 16（8-24） 7（3-12） 9（3-12）

低栄養 なし 219 71（46-92） 0.004 23（9-24） 0.084 18（ 5-20） 0.013 16（8-24） 0.220 7（3-12） 0.414 9（3-12） 0.025
リスク あり 71 68（39-87） 21（9-24） 17（ 6-20） 15（6-24） 7（3-12） 8（3-12）

スーパーマーケット 週 2 回以下 110 67.5（39-86） 0.002 22（9-24） 0.543 17（ 5-20） 0.003 15（6-24） 0.002 7（3-12） 0.636 9（3-12） 0.487
の利用頻度 週 3 回以上 190 71（51-92） 22.5（9-24） 18（ 8-20） 16（9-24） 7（3-12） 9（3-12）

自動車の しない 178 70（46-92） 0.565 21（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.083 16（9-24） ＜0.001 7（3-12） 0.443 9（3-12） 0.501
運転 する 125 70（39-88） 24（9-24） 17（ 6-20） 14（6-23） 7（3-12） 9（3-12）

宅配・配食 週 1 回未満 223 70（39-92） 0.536 22（9-24） 0.791 18（ 5-20） 0.153 16（6-24） 0.297 7（3-12） 0.739 9（3-12） 0.640
サービス 週 1 回以上 80 70（51-85） 22.5（9-24） 17（ 8-20） 15（8-23） 7（3-12） 9（3-12）

注　Mann-Whitney U検定
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と 3 _ 6 ， 3 _ 4 と 3 _ 5 ）に共分散を含めた結
果，モデルの適合度は，GFI＝0.902，AGFI＝
0.879，CFI＝0.912，RMSEA＝0.049と十分で
あった。
　各因子の基準関連妥当性の結果を表 4に示し
た。「買い物自立度」点は，75歳以上，女性，
介護保険認定あり，視覚障害，運動器リスク，
1 年以内の転倒経験，運転しない者で，有意に
低かった。「買い物しやすい環境」点は，低栄
養リスク，スーパーマーケットの利用頻度週 2
回以下の者で，有意に低かった。「食料品入手
の社会的動機」点は，75歳未満，男性，食品摂
取多様性 3 点以下，スーパーマーケットの利用
頻度週 2 回以下，運転する者で，有意に低かっ
た。「食生活面のサポート」点は，75歳以上，
男性，独居，介護保険認定あり，視覚障害の者
で，有意に低かった。「食生活の経済的余裕」

点は，視覚障害，低栄養リスクの者で，有意に
低かった。食料品アクセス合計点は，男性，独
居，介護保険認定あり，視覚障害，運動器リス
ク， 1 年以内の転倒経験，低栄養リスク，スー
パーマーケットの利用頻度週 2 回以下の者で有
意に低かった。また，食料品店から500ｍ圏に
ある居住地域の面積割合と有意な正の相関を示
したのは「買い物しやすい環境」点のみであっ
た（ρ＝0.20， P ＝0.001）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，主に都市部に暮らす，自立した地
域在住高齢者の食料品アクセスの構成概念を明
らかにし，「買い物自立度」「買い物しやすい環
境」「食料品入手の社会的動機」「食生活面のサ
ポート」「食生活の経済的余裕」の 5 因子23項
目からなる包括的な評価尺度を開発した。この

因子構造は，先行研究で報告
された食料品アクセスの要素
である買い物困難感15）16），地
理的距離や店舗数などの客観
的アクセス3）5）-7），人々のつな
が り や ソ ー シ ャ ル サ ポ ー
ト19）-21），経済状況23）24）をおお
むね反映していると考えられ
る。
　第 1 因子「買い物自立度」
は買い物のための身体機能の
程度を反映し，従来の主観的
アクセス指標である買い物困
難感15）16）の反転項目と考えら
れる。この因子には，移動・
外出の困難感以外に，食料品
の運搬に必要な上肢機能や会
計に伴う認知機能，道路や送
迎などの地理・社会環境を踏
まえて本人が実施できている
行動など，買い物行動をより
具体化した項目が含まれた。
因子の点数は，介護保険認定
や運動器リスク， 1 年以内の

表 4　食料品アクセス下位因子別の 基準関連妥当性

分類 人数
合計点 買い物自立度 買い物しやすい環境 食料品入手の社会的動機 食生活面のサポート 食生活の経済的余裕

中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値 中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値 中央値
（最小－最大） P 値 中央値

（最小－最大） P 値

年齢 75歳未満 164 71（39-88） 0.053 24（9-24） ＜0.001 17（ 5-20） 0.280 15（6-23） 0.014 7（3-12） 0.049 9（3-12） 0.161
75歳以上 139 68（47-92） 21（9-24） 18（ 8-20） 16（6-24） 6（3-12） 9（3-12）

性別 女性 217 71（39-92） 0.005 22（9-24） 0.013 18（ 5-20） 0.605 16（6-24） ＜0.001 7（3-12） 0.010 9（3-12） 0.227
男性 86 68（52-85） 24（9-24） 17（ 9-20） 14（8-20） 6（3-12） 9（3-12）

世帯 同居 215 71（39-92） 0.004 23（9-24） 0.403 18（ 6-20） 0.642 15（6-24） 0.760 8（3-12） ＜0.001 9（3-12） 0.918
独居 88 67（46-86） 22（9-24） 18（ 5-20） 16（6-24） 5（3-12） 9（3-12）

介護保険 非該当 282 71（39-92） 0.004 23（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.498 15（6-24） 0.256 7（3-12） 0.006 9（3-12） 0.094
認定 あり 21 64（47-80） 19（9-24） 17（11-20） 17（9-24） 5（3-12） 8（3-12）

視覚障害 なし 259 71（39-92） 0.001 23（9-24） 0.025 18（ 5-20） 0.489 16（6-24） 0.399 7（3-12） 0.007 9（3-12） 0.003
の自覚 あり 41 65（47-80） 21（9-24） 18（ 8-20） 15（6-23） 6（3-12） 8（3-12）

運動器 なし 250 71（46-92） 0.005 23（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.170 16（6-24） 0.570 7（3-12） 0.158 9（3-12） 0.170
リスク あり 50 65.5（39-88） 20（9-24） 17（ 6-20） 16（6-24） 6（3-12） 8（3-12）

1 年以内の なし 250 71（46-92） 0.012 23（9-24） 0.020 18（ 5-20） 0.665 16（6-24） 0.859 7（3-12） 0.147 9（3-12） 0.488
転倒経験 あり 51 66（39-89） 21（9-24） 18（ 6-20） 16（6-23） 6（3-12） 9（3-12）

食品摂取 3 点以下 110 69.5（39-87） 0.113 22（9-24） 0.761 17（ 5-20） 0.130 15（6-23） 0.006 6.5（3-12） 0.287 9（3-12） 0.227
多様性 4 点以上 192 71（51-92） 22.5（9-24） 18（ 6-20） 16（8-24） 7（3-12） 9（3-12）

低栄養 なし 219 71（46-92） 0.004 23（9-24） 0.084 18（ 5-20） 0.013 16（8-24） 0.220 7（3-12） 0.414 9（3-12） 0.025
リスク あり 71 68（39-87） 21（9-24） 17（ 6-20） 15（6-24） 7（3-12） 8（3-12）

スーパーマーケット 週 2 回以下 110 67.5（39-86） 0.002 22（9-24） 0.543 17（ 5-20） 0.003 15（6-24） 0.002 7（3-12） 0.636 9（3-12） 0.487
の利用頻度 週 3 回以上 190 71（51-92） 22.5（9-24） 18（ 8-20） 16（9-24） 7（3-12） 9（3-12）

自動車の しない 178 70（46-92） 0.565 21（9-24） ＜0.001 18（ 5-20） 0.083 16（9-24） ＜0.001 7（3-12） 0.443 9（3-12） 0.501
運転 する 125 70（39-88） 24（9-24） 17（ 6-20） 14（6-23） 7（3-12） 9（3-12）

宅配・配食 週 1 回未満 223 70（39-92） 0.536 22（9-24） 0.791 18（ 5-20） 0.153 16（6-24） 0.297 7（3-12） 0.739 9（3-12） 0.640
サービス 週 1 回以上 80 70（51-85） 22.5（9-24） 17（ 8-20） 15（8-23） 7（3-12） 9（3-12）

注　Mann-Whitney U検定



―　 ―40

第68巻第 3 号「厚生の指標」2021年 3 月

転倒経験によって有意に低下していた。そのた
め，この因子によって，同じ地域・環境であっ
ても個人レベルで異なる買い物関連の生活機能
を評価できると考えられる。
　第 2 因子「買い物しやすい環境」は，個人因
子よりも，食料品店からの地理的距離と関連し
たことから，従来の「客観的アクセス」を反映
した指標と考えられた。第 2 因子には，「距離
の遠さ」と「食料品店の充実度・利便性」の両
方が含まれていたことからも客観的アクセスの
概念として妥当と考えられる5）-7）14）。ただし，
今回，本因子と客観的アクセス指標との相関は
やや弱かった。これは，客観的アクセスのよい
首都圏政令市の地域が対象であり，因子得点が
高得点に偏っていたこと，かつ個人宅の地理情
報が得られなかったことが原因と考えられる。
しかし，第 2 因子の点数がスーパーマーケット
の利用頻度や栄養状態と関連したことより，食
行動を介した低栄養予防において，地理的環境
は重要な因子と考えられる。
　第 3 因子「食料品入手の社会的動機」は，買
い物やおすそわけを通じた人との交流や買い
物・食事の楽しみという，食料品を入手する行
動を促す社会的な動機を反映すると考えられる。
尺度原案では，外的動機である他者との交流と
内的動機である食事や買い物の楽しみを別の因
子と考えていたが，高齢者においては両動機が
密接に関連することが明らかとなった。また，
この因子には食自体への興味も含まれ，買い物
を促す動機として併せて評価することが現実的
と考えられた。一般に調理や地域交流の機会が
少ないとされる男性で，本因子の点数が低かっ
たことからも基準関連妥当性が裏付けられた。
この点数とスーパーマーケットの利用頻度，食
品摂取多様性が関連していたことは，人々のつ
ながりやソーシャルキャピタルが都市部高齢者
の食事摂取に重要であるという報告とも一致す
る2）21）22）。従来の食料品アクセス問題では，環
境の負の側面に焦点があてられることが多かっ
た。本因子は食料品アクセスを維持する正の側
面として重要である。
　第 4 因子「食生活面のサポート」は，買い

物・食事について「支援される側」としての状
況を反映している。そのため，75歳以上や独居
高齢者，要支援者等，視覚障害という買い物・
食事の維持が一人では困難になりやすい対象者
で点数が低下していた。食事における他者の存
在はフレイル予防に重要であるため4）30）31），買
い物自立度が高くとも，この因子の点数が低い
場合には，食生活における支援者がいない可能
性があり，潜在的な食料品アクセス低下の影響
を受けやすい対象と考える必要がある。
　第 5 因子「食生活の経済的余裕」は，経済的
な理由による買い物や食行動の制限の反転項目
と考えられる23）24）。そのため，この因子の点数
は，視覚障害や要支援者等など経済的に困窮し
やすいと考えられる対象者において低かった。
ただし，今回，年収や教育歴などの社会経済状
態をプライバシーの観点から直接評価できな
かった点は限界といえる。また，項目数が 3 項
目であり，内的一貫性はやや低かった。このよ
うな限界はあるが，この点数が低栄養リスク者
で低かったことは，低栄養対策における社会経
済状況の重要性を改めて裏付けたと考えられる。
　 5 因子の合計点は，多くの個人因子，スー
パーマーケットの利用頻度や低栄養リスクとも
関連したため，総合的な食料品アクセスの程度
を示すと考えられる。一方，因子間相関から各
因子の方向性が相反する可能性があることも新
たな知見として重要である。例えば，車を運転
できるために買い物の移動には苦労しないが
（第 1 因子得点の上昇），郊外の店舗にも行け
るため知り合いとの交流が少ない状況（第 3 因
子得点の低下）などが考えられる。そのため，
本尺度は，合計点による総合的な評価に加え，
各下位項目の個別評価も可能な尺度である。た
だし，今回は各因子の単純合計を指標としたが，
各因子の項目数が異なるため，項目数の多い第
1 ， 3 因子の結果が強く反映された可能性もあ
る。今後前向きコホート研究によって，低栄養
などのアウトカムに対する因子の重みづけを行
う必要がある。
　これまで，食料品アクセス困難地域を分類す
るための指標13）20）は開発されていたが，個人の
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包括的なアセスメントに使用できる尺度はな
かった。本尺度の使用場面としては，地域包括
支援センターなどの保健医療福祉専門職，配食
サービス事業者，民生委員などが，高齢者個々
人を訪問し，支援する場面が想定される。本尺
度を共通言語として使用することにより，食料
品アクセス状況と特に問題となる要因を標準化
してアセスメントできる。各因子の点数によっ
て，本人に適した食料品アクセス手段（買い物，
配食サービスなど）を紹介することにつなげら
れる。また，この尺度を町内会や地域単位で集
計することにより，地理情報のみではわからな
い高齢住民の食料品アクセスの自立度や認識も
地域レベルで定量化できる。それにより，買い
物環境に問題を抱える地域，買い物を通じた地
域交流が低下した地域，買い物自立度や食生活
面のサポートが低下した高齢者の割合など，そ
の地域の食料品アクセス問題を類型化でき，具
体的な買い物支援事業の提案につなげられる可
能性がある。
　本研究の限界は，機縁法を用いて地域の健康
イベントに参加した高齢者を対象としたことで
あった。これは，回収率向上を目的に聞き取り
調査を併用したためである。先行研究に比
べ4）16），女性が多く，要介護認定者が少なく，
また食品摂取多様性 3 点以下の者が少なく，健
康意識の高い者が多く含まれ，選択バイアスが
結果に影響した可能性を否定できない。特に第
1 因子は高得点に偏っていたが，これは本研究
の母集団，つまり本尺度を今後適用する対象で
ある自立高齢者の特性であるとも考えられる。
また，比較的買い物施設へのアクセスがよい首
都圏政令市において実施されたため，第 2 因子
も高得点に偏っていた。本尺度の因子は，都市
部以外にも理論的には適用可能と考えるが，地
方の農村地域や外出の少ない高齢者集団，より
フレイルな高齢者集団に対する妥当性や得点の
分布については，今後の検証が必要である。一
方，第 1 ， 2 因子の得点が低下している高齢者
が存在したことも事実であった。両因子はカテ
ゴリカル変数として扱う必要があり，連続的な
変化よりも，ある閾値を下回ることが食料品ア

クセス低下のリスクを意味する可能性がある。
本研究は横断研究であったため，この尺度得点
の予測妥当性や閾値については，今後前向きコ
ホート研究で検証する必要がある。また，宅
配・配食サービス利用と本尺度の関係は明確で
はなかった。この理由は，地域や個人の嗜好に
より，このサービスがまだ十分に普及していな
いためと考えられた。より多様な地域での交差
妥当性と関連要因の検証が今後必要と考えられ
る。
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